
中長期の経済財政の姿

○震災の日本経済への影響と対応

• 23年度の経済成長率がゼロ近傍と見込まれるなど日本経済は大きな影響を受けることから、震災からの早期
立ち直りと供給サイドを重視した自律的成長の土台づくりなど、必要な改革を加速するための相当な努力が必
要(注１) 。そうした努力が行われれば、中期的な成長率はこれまでの想定程度に回復。

• その場合も、2015年度におけるＧＤＰの水準は従来の想定をやや下回るとみられる。これは、財政健全化目
標の指標としている2015年度の基礎的財政収支（国及び国・地方）の赤字が、本年１月の試算に比べ若干拡大
するように作用すると思われる。

(注１)政策推進指針(平成23年５月17日閣議決定)においては、電力制約への政策対応や災害に強いエネルギー供給体制の構築、日本
ブランドの復活・強化、企業や人材の海外流出防止・海外からの人材等の流入確保、新たな成長の芽の育成と資金需要の拡大
の好循環の形成等への取組を強化することとされている。

○社会保障・税一体改革

• 社会保障・税一体改革によって増加する税収はすべて社会保障にあてられることが明確であること、財政や
社会保障制度の持続可能性が高まることなどから、国民・消費者の安心が高まり、消費税引上げに伴う経済成
長への影響は限定的なものになると考えられる。

• なお、足元の経済情勢や今後公表される決算等の統計を踏まえる必要があるが、社会保障・税一体改革を推
進(注２)することにより、2015年度の財政健全化目標は達成可能と見込まれる。

(注２)社会保障改革案(６月２日社会保障改革に関する集中検討会議とりまとめ)では、2015年度までに消費税率（国・地方）を
段階的に10％まで引上げ、（中略）これにより、2015年度段階での財政健全化目標の達成が見込まれ」るとしている。

• 2020年度の財政健全化目標の達成に向けては、更なる収支改善努力が必要となる。

○経済財政の中長期試算については、22年度決算等を踏まえ、７月以降に公表する予定。
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・電力制約が残る懸念
・企業・人材の流出懸念 等

今後の政策対応（当面、短期、中長期） 「政策推進指針」参考資料

 経済循環を早期に修復するなど、大震災がもたらした制約を順次、確実に克服する。同時に、新たな成長を実現する取組を強化し、日本

経済の潜在的な成長力を回復する。

 従前からの大きな課題である財政・社会保障の持続可能性の確保、信認維持の必要性は、大震災によって更に高まっており、着実な取

組を進める。

短期（今後３年程度）

＜持続可能な自律的成長＞
○新たなエネルギー・環境構造の実現
○巨大リスクに備えた強靭な経済構造の実現
○新たな成長分野の拡大
○社会保障・税一体改革の継続 等

＜自律的成長への土台作り＞
○本格的な復興支援
○電力制約への政策対応や災害に強いエ
ネルギー供給体制の構築

○日本ブランドの復活・強化
○企業、人材の海外流出防止・流入確保
○風評被害の克服等を通じた観光需要の
回復

○新たな成長の芽（コンパクトシティ、省エ
ネ・新エネ、農林水産業の６次産業化等）
の育成と資金需要拡大の好循環の形成

○復興財源の確保
○社会保障・税一体改革の実行 等

中長期

＜大震災からの早期立ち直り＞
○被災者支援、原子力災害被害者支援、
災害復旧、原発事故に対する早期対応

○自粛ムードの払拭
○生産設備・施設の再建
○電力の需給対策
○サプライチェーンの復旧・再構築
○雇用対策
○国内外の風評被害の防止
○金融・資本市場、為替市場の注視 等

抑制
要因

短期

当面 中長期

・ストックの毀損（16～25兆円）
・サプライチェーンの障害
・電力制約の影響
・風評被害、消費者マインドの悪化
・雇用への影響 等

・エネルギー・環境制約の懸念
・企業・人材の流出懸念 等

ＧＤＰ

政策
対応

復興需要

耐震住宅、省電力・省エ
ネ投資等の新たな需要

当面

基本方針

平成23年５月17日
内 閣 府
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震災後の経済財政と社会保障・税一体改革

１月公表の中長期試算 今回試算

（慎重ケース） （震災後） （震災後、一体改革）

＜経済＞
○ 実質成長率

2011年度 １．５％ ０％近傍 ０％近傍

2012～2015年度 １．４％ １％台半ば
１％台半ば

（やや低下）

＜財政＞
○ 国・地方の基礎的財政赤字

（対ＧＤＰ比）

2015年度 (目標は△3.2％) △４．２％
経済面から

若干拡大の作用
目標達成の見込み

○ 国の基礎的財政赤字
（対ＧＤＰ比）

2015年度 (目標は△3.4％) △４．９％
経済面から

若干拡大の作用
目標達成の見込み(注）

(注)消費税収 (国・地方)の配分の考え方については調整中。
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